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介護保険制度の｢課題｣の構造

8

人口構造の変化
（2040年問題）

要介護高齢者の
増加

(認知症高齢者)

財源の逼迫
(社会･経済的な

状況を含む)

介護人材の確保
(生産性向上の

検討を含む)



2000年度：2,075円 2012年度：4,622円 2024年度：6,276円
(見込)

介護保険の給付費･事業費と保険料の推移
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保険給付 地域支援事業

◎給付費･事業費

（兆円）

出典：厚労省「介護保険事業状況
報告」をもとに筆者作成

◎第1号保険料の基準額（月額;全国平均;加重平均）

第2期
3,293円

第3期
4,090円

第4期
4,160円

第5期
4,972円

第6期
5,514円

第7期
5,869円

9

2040年度の推計
9,200円
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第1期
2,911円

◎第2号保険料平均1人あたり月額（事業主負担等含む）

第8期
6,014円

…

第9期
6,014円



社会保障費用合計をGDP比でみる
と、

2018年度＝21.5％
2025年度＝21.7％（1.01倍）
2040年度＝24.0％（1.12倍）
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経済財政諮問会議（2018年5月21日
開催）資料をもとに筆者作成社会保障給付費の見通し（経済ベースラインｹｰｽ）

（内閣官房･内閣府･財務省･厚生労働省：2018年5月21日）

2018年度 2025年度 2040年度

介護 10.7兆円
1号保険料/月額平均=5,869円

15.3兆円（143%）
7,200円（123%）

25.8兆円（241%）
9,200円（157%）

医療①
医療②

39.2兆円
47.8兆円（122%）
47.4兆円（121%）

66.7兆円（170%）
68.5兆円（175%）

年金 56.7兆円 59.9兆円（106%） 73.2兆円（129%）

子ども・子育て 7.9兆円 10.0兆円（127%） 13.1兆円（166%）

その他 6.7兆円 7.7兆円（115%） 9.4兆円（140%）

合計(医療は高値で計算) 121.3兆円 140.2兆円（116%） 190.0兆円（157%）

GDP 564.3兆円 645.6兆円（114%） 790.6兆円（140%）

後期高齢者人口 17,760千人 21,800千人（123%） 22,392千人（126%）

高齢者人口 35,380千人 36,771千人（104%） 39,206千人（111%）

総人口 126,530千人 122,544千人（97%） 110,919千人（88%）
※後期高齢者人口・高齢者人口・総人口については、2018年度の数値は『人口推計』（総務省）の「平成30年４月１日現在（概算値）」を用い、

2025年度と2040年度の数値は『日本の将来推計人口（平成29年推計）』（国立社会保障・人口問題研究所）から引用した。

※括弧内の指数は対2018年度比

介護の費用をGDP比でみると、
2018年度＝1.89％
2025年度＝2.37％（1.3倍）
2040年度＝3.26％（1.7倍）



要介護者等の推計（2021-2040）①
2021年の数値は厚生労働省『介護保険事業状況報告（月報）』の同年4月末実績値を用い、かつ、

2040年の数値は各自治体による『第9期介護保険事業（支援）計画』における推計値を用いて、筆者が作成

2021年 2040年 増加率

全国 6,842,490人 843万人 123.2%  

沖縄県 61,253人 91,418人 149.2%

神奈川県 430,767人 615,526人 142.9%

滋賀県 66,784人 92,500人 138.5%

高知県 48,035人 49,770人 103.6%

島根県 48,652人 50,907人 104.6%

秋田県 74,703人 77,763人 104.1%

埼玉県 318,522人 44.9万人 141.0%
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要介護者等の推計（2021-2040）②
2021年の数値は厚生労働省『介護保険事業状況報告（月報）』の同年4月末実績値を用い、かつ、

2040年の数値は各自治体による『第9期介護保険事業（支援）計画』における推計値を用いて、筆者が作成

2021年 2040年 増加率

全国 6,842,490人 843万人 123.2%  

松江市 12,267人 14,393人 117.3%

益田市 3,580人 3,493人 97.6%

津和野町 880人 649人 73.8%

東京都中央区 5,296人 8,924人 168.5%

東京都北区 19,142人 19,340人 101.0%

東京都稲城市 3,077人 5,493人 178.5%

東京都檜原村 152人 133人 87.5%

さいたま市 55,604人 77,442人 139.3%

朝霞市 4,865人 7,796人 160.2%

和光市 1,776人 2,905人 163.6%

志木市 3,154人 4,910人 155.7%

新座市 7,192人 10,772人 149.8%
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2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

全国 100.0 115.8 121.6 120.3 119.7 122.4 130.8

埼玉県 100.0 121.7 129.0 126.7 126.6 133.4 147.1

戸田市 100.0 117.0 123.8 127.7 143.4 165.7 194.4

さいたま市緑区 100.0 123.3 134.6 137.8 146.6 163.0 188.9

滑川町 100.0 125.9 144.8 148.8 150.6 163.2 186.4

さいたま市南区 100.0 120.3 127.9 133.1 145.1 162.0 182.0

さいたま市北区 100.0 117.2 126.3 132.3 143.8 159.6 181.6

伊奈町 100.0 128.4 136.6 131.4 130.4 147.0 179.4

吉川市 100.0 134.0 145.3 142.0 140.0 153.1 179.2

さいたま市中央区 100.0 120.1 127.6 131.9 141.2 157.5 178.0

朝霞市 100.0 116.1 120.3 121.9 133.7 152.4 174.7

さいたま市浦和区 100.0 115.9 121.7 128.4 139.4 155.9 173.4

上里町 100.0 131.3 152.5 160.2 159.8 160.3 173.3

和光市 100.0 121.4 127.9 127.1 134.2 150.8 172.6

さいたま市 100.0 118.4 124.5 125.8 131.5 144.0 162.2

八潮市 100.0 123.2 125.9 118.5 117.9 131.5 156.2

さいたま市桜区 100.0 121.2 125.2 123.9 128.3 139.7 155.9

神川町 100.0 123.7 144.5 150.8 151.8 152.6 155.5

さいたま市見沼区 100.0 119.2 125.5 125.9 129.6 139.4 155.3

川口市 100.0 117.9 121.1 118.0 122.3 135.1 154.1

鶴ヶ島市 100.0 135.1 147.8 142.8 135.7 138.7 153.9

志木市 100.0 121.1 125.4 122.2 125.0 136.2 153.8

埼玉県：後期高齢者人口の増減率の推計①
出典：『日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)』(国立社会保障人口問題研究所,2023)をもとに筆者にて作図
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2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

全国 100.0 115.8 121.6 120.3 119.7 122.4 130.8

埼玉県 100.0 121.7 129.0 126.7 126.6 133.4 147.1

松伏町 100.0 129.2 139.8 135.1 130.1 138.8 152.5

ふじみ野市 100.0 118.2 121.2 117.6 120.9 133.4 152.5

所沢市 100.0 122.6 132.1 131.5 133.6 140.5 151.8

白岡市 100.0 123.0 133.0 133.2 133.9 138.0 150.7

草加市 100.0 119.0 119.7 112.8 115.8 129.7 150.5

加須市 100.0 126.3 145.3 151.7 148.8 144.9 149.2

越谷市 100.0 120.7 124.7 119.2 119.2 130.4 149.1

川越市 100.0 124.2 131.0 127.2 126.3 133.5 148.6

三郷市 100.0 129.8 138.4 132.4 126.2 130.9 147.2

富士見市 100.0 116.7 119.2 113.7 115.7 127.9 146.6

美里町 100.0 120.7 138.1 144.7 145.7 143.2 146.4

新座市 100.0 119.4 122.0 117.2 119.0 129.9 146.3

入間市 100.0 125.0 136.9 135.8 133.4 136.3 145.9

上尾市 100.0 121.5 126.6 122.2 121.6 129.1 144.1

東松山市 100.0 125.4 139.0 139.8 135.7 135.8 143.7

本庄市 100.0 117.8 127.6 128.4 129.0 132.6 142.9

さいたま市西区 100.0 118.2 122.9 119.3 117.5 125.0 141.3

鴻巣市 100.0 126.1 139.1 139.6 136.3 135.0 140.6

深谷市 100.0 123.0 135.8 135.0 130.8 131.0 139.4

蕨市 100.0 113.6 115.2 114.1 117.5 126.9 139.0

埼玉県：後期高齢者人口の増減率の推計②
出典：『日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)』(国立社会保障人口問題研究所,2023)をもとに筆者にて作図
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2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

全国 100.0 115.8 121.6 120.3 119.7 122.4 130.8

埼玉県 100.0 121.7 129.0 126.7 126.6 133.4 147.1

飯能市 100.0 124.0 135.5 135.3 133.5 132.5 138.7

三芳町 100.0 117.6 119.7 111.4 109.1 119.4 138.0

久喜市 100.0 127.9 140.4 138.3 133.2 131.0 137.7

坂戸市 100.0 126.2 133.6 126.6 120.3 122.4 137.5

日高市 100.0 129.9 141.3 133.7 124.0 123.6 137.2

さいたま市大宮区 100.0 106.5 105.9 104.7 108.9 119.8 137.0

吉見町 100.0 128.6 148.8 152.2 149.3 143.5 136.4

熊谷市 100.0 120.3 130.8 131.3 128.9 129.2 135.5

春日部市 100.0 128.3 135.1 128.0 122.5 125.4 135.3

羽生市 100.0 121.9 133.9 136.7 132.8 130.4 134.1

桶川市 100.0 119.5 124.4 119.8 117.2 121.6 133.1

さいたま市岩槻区 100.0 121.3 125.2 118.3 113.4 117.7 130.9

北本市 100.0 120.9 126.9 123.5 119.9 121.3 129.7

嵐山町 100.0 126.2 136.3 133.2 125.4 123.5 129.3

川島町 100.0 132.4 152.4 149.7 139.6 128.7 128.4

杉戸町 100.0 126.4 135.0 127.5 120.1 118.5 127.8

狭山市 100.0 124.8 131.3 125.4 119.1 119.4 127.8

行田市 100.0 125.4 135.1 132.8 126.4 122.8 126.1

横瀬町 100.0 111.6 123.9 125.6 127.1 127.7 124.2

ときがわ町 100.0 125.1 143.1 148.9 143.0 131.7 122.1

埼玉県：後期高齢者人口の増減率の推計③
出典：『日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)』(国立社会保障人口問題研究所,2023)をもとに筆者にて作図
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2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

全国 100.0 115.8 121.6 120.3 119.7 122.4 130.8

埼玉県 100.0 121.7 129.0 126.7 126.6 133.4 147.1

寄居町 100.0 118.2 129.9 131.5 127.4 122.5 121.7

毛呂山町 100.0 123.0 129.2 123.2 114.9 114.1 121.2

越生町 100.0 122.0 133.6 131.6 125.6 121.5 121.2

幸手市 100.0 126.7 136.7 130.2 119.1 113.4 119.1

蓮田市 100.0 120.0 123.3 114.7 107.2 108.1 117.3

宮代町 100.0 120.4 124.8 116.6 108.7 106.4 114.7

小川町 100.0 122.5 139.8 141.9 132.7 120.0 108.3

長瀞町 100.0 112.4 117.1 114.9 110.1 104.8 103.4

秩父市 100.0 108.5 111.4 109.8 106.4 103.2 102.5

鳩山町 100.0 127.2 135.5 128.7 111.1 99.7 99.5

皆野町 100.0 110.8 118.6 114.4 105.8 97.3 96.3

小鹿野町 100.0 107.0 117.5 117.6 109.4 100.3 92.4

東秩父村 100.0 104.9 116.1 114.5 103.3 92.5 82.5

埼玉県：後期高齢者人口の増減率の推計④
出典：『日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)』(国立社会保障人口問題研究所,2023)をもとに筆者にて作図
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出典：『日本の将来推計人口（令和5年推計・出生中位/死亡中位）』（国立社会保障人口問題研究所,2023）をもとに筆者にて作図
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※2020年の実人口（国勢調査）を起点として、
その後の推計値を示している。



わが国の人口減少と少子高齢化の推計（2023年発表）
出典：『日本の将来推計人口（令和5年推計・出生中位/死亡中位）』（国立社会保障人口問題研究所,2023）をもとに筆者にて作図
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年齢階級別の要介護認定率
（厚生労働省老健局『介護保険事業状況報告（月報：2021年9月末）』および
総務省統計局『人口推計（2021年10月1日人口）』をもとに筆者にて作成）
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75歳以上全体 32.0%

85歳以上全体 58.0%
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日本の将来推計人口（2020-2050年）
出典：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(2023年推計：出生中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表示
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沖縄県の将来推計人口（2020-2050年）
出典：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(2023年推計：出生中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表示
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秋田県の将来推計人口（2020-2050年）
出典：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(2023年推計：出生中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表示
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出典：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(2023年推計：出生中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表示
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東京都の将来推計人口（2020-2050年）
出典：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(2023年推計：出生中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表示
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出典：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(2023年推計：出生中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表示
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出典：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(2023年推計：出生中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の
推計値の増減を指数として表示
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群馬県南牧村の将来推計人口（2020-2050年）
出典：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(2023年推計：出生中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表示
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埼玉県戸田市の将来推計人口（2020-2050年）
出典：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(2023年推計：出生中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の
推計値の増減を指数として表示
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埼玉県東秩父村の将来推計人口（2020-2050年）
出典：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(2023年推計：出生中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の
推計値の増減を指数として表示
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埼玉県朝霞市の将来推計人口（2020-2050年）
出典：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(2023年推計：出生中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の
推計値の増減を指数として表示
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島根県吉賀町の将来推計人口（2020-2050年）
出典：国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(2023年推計：出生中位･死亡中位仮定)』をもとに筆者作図

※2020年：国勢調査の結果を100として、2025-2050年の推計値の増減を指数として表示



「医療・福祉サービス改革プラン」
（厚生労働省・2019年5月）

• 基本的方向性と目標

○ 以下の４つの改革を通じて、医療･福祉サービス改革

による生産性の向上を図る。

①ロボット・AI・ICT 等の実用化推進、データヘル

ス改革

②タスクシフティング、シニア人材の活用推進

③組織マネジメント改革

④経営の大規模化・協働化

○ これにより、2040 年時点において、医療・福祉分野

の単位時間サービス提供量について５％（医師につい

ては７％）以上の改善を目指す
32



33

出典：厚生労働省『令和４年度全国介護保険･
高齢者保健福祉担当課長会議』資料

（2023年3月8日）



34

出典：厚生労働省『令和４年度全国介護保険・高齢者
保健福祉担当課長会議』資料(2023年3月8日)



35

出典：『第1回医療DX令和ビジョン2030厚生労働省推進チーム』（2022年9月22日開催）資料を筆者にて改編



36

出典：厚生労働省『令和４年度全国介護保険・高齢者
保健福祉担当課長会議』資料（2023年3月8日）
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出典：厚生労働省『令和４年度全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議』資料（2023年3月8日）
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出典：厚生労働省資料（2023年）
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出典：厚生労働省『令和４年度全国介護保
険・高齢者保健福祉担当課長会議』
資料（2023年3月8日）



40

出典：厚生労働省『令和４年度全国介護保
険・高齢者保健福祉担当課長会議』
資料（2023年3月8日）



41

出典：厚生労働省『第110回社会保障審議会介護
保険部会（2023年12月22日）』資料



｢一定以上所得｣(２割負担)の

判断基準の見直しは見送りに！
【｢大臣折衝｣の資料（厚労省･2024年12月20日）から】

介護ｻｰﾋﾞｽは医療ｻｰﾋﾞｽと利用実態が異なること等を考慮しつつ、改めて総

合的かつ多角的に検討を行い､第10期介護保険事業計画期間の開始(2027年

度～)の前までに結論を得る。

① 利用者負担の「一定以上所得」（２割負担）の判断基準について､以下の

案を軸としつつ、検討を行う。

ア：直近の被保険者の所得等に応じた分布を踏まえ､一定の負担上限額を

設けずとも､負担増に対応できると考えられる所得を有する利用者に

限って､２割負担の対象とする。

イ：負担増への配慮を行う観点から､当分の間､一定の負担上限額を設け

た上で､アよりも広い範囲の利用者について２割負担の対象とする。

その上で､介護ｻｰﾋﾞｽ利用等への影響を分析の上､負担上限額の在り方

について､2028年度までに必要な見直しの検討を行う。

② ①の検討にあたっては、介護保険における負担への金融資産の保有状況

等の反映のあり方や、きめ細かい 負担割合のあり方と併せて早急に検討

を開始する。
42



43

出典：厚生労働省『第237回社会保障審議会介護
給付費分科会（2023年12月27日）』資料



介護報酬･運営基準の見直しにおける検討事項(主なもの)

• 新たな複合型サービス

訪問介護と通所介護を組み合わせて提供する複合型サービスの新設

• 施設入所者への医療の提供

特養ホームにおける医療ニーズへの対応、配置医師の役割の検討

• 科学的介護の推進

LIFE（加算）の対象事業所の増加、負担軽減、アウトカム評価

• 介護現場の安全性の確保、リスクマネジメントの推進

事故情報収集・分析の仕組みの構築、身体的拘束の適正化

• 福祉用具

貸与・販売品目のあり方（廉価な貸与品目の取り扱い）

• テクノロジーの活用、タスクシェア・タスクシフティング

ﾃｸﾉﾛｼﾞｰを活用した有料老人ホーム等の人員基準の柔軟性

介護助手等の導入推進

• 経営の大規模化・協働化

人材や資源を有効活用するための方策の検討

管理者の常駐のあり方の検討

注）『デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン』（デジタル庁） 44



2027年度介護保険制度改正を占う！
• 「介護情報基盤の整備」が本格的に実施・稼働

～LIFE情報の利活用に関する加算が訪問系サービス（ケアマネ

ジメントを含む）に？

～アウトカム評価によるインセンティブの強化も？

• 給付の見直しの動向

～要介護２までの訪問介護（生活援助）・通所介護などは総合

事業に移行することが必至？

～現行の総合事業での｢多様なサービス｣の重要性が増す！

• 負担の見直しの動向

～ケアマネジメントへの利用者負担の導入は必至？

～２割負担の拡大などの利用者負担増も必至？

• 生産性向上に向けた取り組みの重要性

～ICT/DX化推進、｢生産性向上に資するガイドライン｣などへ

の対応の重要性が増す！ 45



【｢大臣折衝｣の資料（厚労省･2024年12月20日）から】

＊改定率 +1.59%  

〜内訳

介護職員の処遇改善分 +0.98%(令和6年6月施行) 

その他の改定率※ +0.61% 

※賃上げ税制を活用しつつ、介護職員以外の

処遇改善を実現できる水準

＊改定率の外枠

〜処遇改善加算一本化による賃上げ効果や光熱水費の基準

費用額の増額による効果 +0.45%相当

＊合計 +2.04%相当

介護報酬の“改定率”！

46

※改定時期が６月となるもの
訪問看護・訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ・
通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ・居宅療養管理指導
および 処遇改善関連



【｢大臣折衝｣の資料(厚労省･2024年12月20日)から】

＊改定率 ＋0.88％

※１ うち、※２~※４を除く改定分 ＋0.46%

＊各科改定率 医科 ＋0.52％・歯科 ＋0.57％・調剤 ＋0.16%

40歳未満の勤務医師･勤務歯科医師･薬局の勤務薬

剤師､事務職員､歯科技工所等で従事する者の賃上

げに資する措置分（＋0.28％程度）を含む 。

※２ うち、看護職員、病院薬剤師その他の医療関係職

種（上記※１を除く）について、令和６年度にベア

＋2.5％、令和７年度にベア＋2.0 ％を実施していく

ための特例的な対応 ＋0.61%

※３ うち、入院時の食費基準額の引き上げ（１食当たり

30円）の対応（うち、患者負担については、原則、

１食当たり 30 円、低所得者については、所得区分

等に応じて10~20 円） ＋0.06%

※４ うち、生活習慣病を中心とした管理料、処方箋料等

の再編等の効率化・適正化 ▲0.25%

診療報酬の“改定率”！

47

令和６年６月施行
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出典：厚生労働省『社会保障審議会介護給付費分科会(2024年1月15日)


